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はじめに
農地・水・環境保全向上対策が平成19年度から始まり、平成26年度に多

面的機能支払へと制度が移行し、本年度で通算16年が経過します。

この間、県内の取組面積は、平成19年度の約４万９千haから令和４年度

は約12万６千haまで増加し全国第２位の大きさとなっています。県内の農

地に占めるカバー率は75％となり全国平均よりも約20％も高いです。また、

活動組織の広域化を推進し関係機関の協力をいただいた結果、設立された広

域組織は150組織まで増え、全国１位の数となっています。

一方で、高齢化や農業者の減少は確実に進んでいます。

このため、現在の取組が継続され県内の農業・農村が多面的機能を引き続

き維持・発揮していくことに最大の関心があります。特に、活動組織の３分

の２が令和５年度に５年間の活動を終えます状況にあることから、少なくな

い活動組織が令和６年度からの新たな５年間の活動に不安を抱えているので

はないかと想像しています。

そこで、取組の継続を支える「多様な主体の参画」、「組織の広域化」、

「組織の体制強化」に関する先進的な取組を紹介する事例集をまとめました。

今後の共同活動や体制づくりに際して、更なる充実を図るため本書を参考

としていただければ幸いです。
令和５年３月

新潟県農地部農村環境課長

制度の変遷

日本型直接支払

中山間地域等直接支払

農地・水・環境
保全向上対策

１
期

農地・水
保全管理
支払

多面的機能支払

環境保全型農業
直接支払

５期

独
立

H
11

H
12

H
17

H
18

H
19

H
20

H
21

H
22

H
23

H
24

H
25

H
26

H
27

H
28

H
29

H
30 R1 R2 R3

２期 ３期 ４期

~

モ
デ
ル
事
業

農
業
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発
揮
の
促
進

に
関
す
る
法
律
施
行

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
制
定

R4

- 2 -



令和４年度 新潟県多面的機能支払制度
活動事例組織位置図
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刈羽

＜令和４年度の県内取組状況＞

多面的機能支払は、29市町村で組織が活動に取り組んでおり、その面積は約12万６千

haに広がっています。

池谷入山多面的機能組合
P14

亀田地区農地・水環境保全管理協定
ｐ25

エコネット大崎広域協定
P23

駒林環境保全会
P21

芦ヶ崎農地と歩む会
P22

刈羽村広域協定
P17

三条広域協定
P24

上川西農地･水･環境保全広域協定
P18
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多面的機能支払
交付金の取組状況

１
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１ 多面的機能支払交付金の取組状況

⑴ 県内の取組状況

令和３年度末時点で、県内29市町村において、978組織が約12.6万haの農用地を事業計画
に位置付け、地域の共同活動による保全管理活動を実施しています。
この取組面積は、本交付金創設時の平成26年度と比較すると約1.1倍に増加しており、令和
２年度と比較すると1,258ha増加しています。
組織数は、既存組織の合併による広域化の進展により、平成27年度の1,231組織をピークに
減少し、令和３年度は978組織となっています。
広域活動組織の組織数と取組面積は年々増加しており、令和３年度末現在150組織、約9.2
万haとなっている。この取組面積は県内取組面積の73％を占めています。
令和３年度に広域化した３組織の内訳は、活動組織が広域化したケースが２組織、複数の
活動組織が統合したケースが１組織となっています。

取組面積と組織数の推移

① 取組面積と組織数の推移

農地・水・環境保全向上対策 農地・水・環境
保全管理支払 多面的機能支払交付金

令和３年度の広域化状況（広域活動組織数の変化）

147 150 3

増減内訳
R2 R3 R3－R2 広域活動組織の

新設
統合により

広域化
活動組織→

広域活動組織
広域活動組織の

統合
広域活動組織の

廃止
01200
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資源向上支払（共同）は、県内28市町村において821組織が約12.2万haの農用地を事業計
画に位置付け、地域の多様な主体の参画を得て地域資源の質的向上を図る共同活動を実施
しています。これらは、農地維持支払に取り組む対象組織数の84％、取組面積の97％を占
めています。
資源向上支払（長寿命化）は、県内26市町村において、475組織が約7.0万haの農用地を事
業計画に位置付け、施設の補修又は更新を計画・実施しています。

県内の約3.4万kmの水路、約1.7万kmの農道、約２千箇所のため池が活動組織の対象施設
に位置付けられ保全管理されています。
このうち長寿命化の対象施設には、約3.2千kmの水路、約1.3千kmの農道、253箇所のた
め池が位置付けられ、補修・更新が計画・実施されています。これらは、農地維持支払の
対象施設の延長・箇所数に対して、順に約9%、約7％、約13%となっています。

② 支払別面積及び組織数

③ 保全管理する施設

農地維持及び資源向上（共同・長寿命化）の取組面積と組織数の推移

１ 多面的機能支払交付金の取組状況

農地維持支払

の対象施設

資源向上支払（長寿命

化）の対象施設

農地維持支払の対象

施設数に対する割合

253 12.5%

水　路（㎞） 33,952 3,201 9.4%

農　道（㎞） 17,462 1,297 7.4%

ため池（箇所） 2,018
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農村環境保全活動のテーマ別の実施状況は、「景観形成・生活環境保全」に取り組む組織
が最も多く、次いで「生態系保全」「水質保全」の順となっています。
多面的機能の増進を図る活動は、県内28市町村において673組織が実施しています。取組
内容は、「農村環境保全活動の幅広い展開」が最も多く、次いで「鳥獣被害防止対策及び
環境改善活動の強化」となっています。

④ 農村環境保全活動及び多面的機能の増進を図る活動の実施状況
１ 多面的機能支払交付金の取組状況

農村環境保全活動の取組状況

多面的機能の増進を図る活動の取組状況
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⑤ 中山間地域等直接支払との重複

⑥ 令和２年度から令和３年度における対象組織数等の推移

地域の共同活動により保全管理されている農用地面積

１ 多面的機能支払交付金の取組状況

令和２年度から令和３年度における対象組織数の推移を見ると、廃止による減少（５組
織）と統合による減少（５組織）の計が新設による増加（８組織）を上回っており、令和
２年度と比較すると総じて２組織減少しています。
廃止した５組織が活動を取りやめた理由は、全て「高齢化、農業者の減少等」となってい
ます。

対象組織数 980 978 △ 2 △ 5 △ 5 8

取組面積（ha） 124,716 125,974 1,258 △ 59 1,061 256

R2 R3 R3－R2

増減内訳

対象組織の
廃止

対象組織の統合
・区域の見直し

対象組織の
新設

組織数計

0

5

0

0

0

0

0

5計

活動を取りやめた理由

地域での共同活動が根付いた

高齢化、農業者の減少等

リーダー、役員のなり手がいない

事務手続きが負担であるため

集落内や組織内の合意形成ができなかった

その他

自然災害による被害

令和２年度から令和３年度における対象組織数等の推移（農地維持支払）

令和２年度で廃止した５組織の理由

- 8 -



順位 都道府県名 カバー率

1 北海道 784,204 (782,482) 67.4%
2 新潟県 125,974 (124,716) 74.8%
3 秋田県 97,866 (97,012) 66.4%
4 山形県 84,037 (83,469) 70.1%
5 岩手県 76,609 (76,472) 50.1%

取組面積（ha）

順位 都道府県名
認定農用地面積
（ha）

農用地面積
（ha）

1 福井県 82.4% (81.6%) 31,636 38,400
2 兵庫県 81.8% (81.9%) 50,798 62,100
3 富山県 75.0% (74.1%) 41,764 55,700
4 新潟県 74.8% (73.9%) 125,974 168,400
5 滋賀県 72.6% (72.5%) 36,453 50,200

カバー率

順位 都道府県名

1 兵庫県 1,738 (1,788)

2 福島県 1,360 (1,367)

3 岩手県 1,030 (1,025)

4 富山県 1,024 (1,010)

5 秋田県 1001 (985)

6 宮城県 978 (976)

7 新潟県 978 (980)

組織数 順位 都道府県名

1 新潟県 150 (147)

2 山形県 67 (68)

3 秋田県 59 (58)

4 岩手県 55 (55)

5 熊本県 54 (54)

広域組織数

⑵ 全国との比較（令和３年度）

取組面積の全国順位

カバー率の全国順位

広域活動組織数の全国順位組織数（全体）の全国順位

取組面積は全国２位、カバー率は全国４位。取組面積上位の都道府県では、本県のカバー
率が最も高くなっています。
組織数は全国７位。広域活動組織数は全国１位であり、2位と比較しても２倍以上の差と
なっています。
取組面積・カバー率・広域活動組織数のいずれも全国上位となっています。

※（ ）内は前年度の数値

１ 多面的機能支払交付金の取組状況
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-特集-
取組の継続

２
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２ 取組の継続

令和３年度末現在、県内では978組織が地域の共同活動による保全管理活動を実施しており、
このうち650組織（活動組織の約2/3）が令和５年度に活動最終年度を迎える予定です。
このことを踏まえ、県としては国とともに取組の継続を働きかけていきます。

① はじめに

② 近年の活動組織数等の推移

⑴ 県内の取組状況と活動の継続

活動期間の最終年度別組織割合

令和３年度実施状況報告書より作成

R3 県：中間評価を実施

R4 国：中間評価を公表

R5

国：Ｒ６以降の取組の継続意向を調査
（６月、10月）

県：上記調査に連動して各市町村から
状況をヒアリング

取組の継続のための働きかけ

※ 活動組織は活動期間の終了までに「地域資源保全管理構想」を策定する必要があります。

令和元年度～令和３年度で活動組織数は８組織減少しました。増減の内訳は、新設が27組
織、統合が10組織、廃止が25組織です。
統合の内訳は、「既存の広域組織に統合」したケース、もしくは「複数の活動組織が統合

して新たに広域組織を設立」したケースとなっています。

令和元年度から令和３年度の組織数の推移（農地維持支払）

令和元～３年度実施状況報告書より作成

廃止▲25

統合▲10

新設27

▲８986
978

Ｒ１ Ｒ３

既存の広域組織に統合する
ケース：２ケース

（５の組織が廃止）
複数の活動組織が統合して
新たに広域組織を設立した
ケース：３ケース

（５の組織が廃止）

統合の内訳
（組織を替えて活動を継続）
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２ 取組の継続

③ 活動を取りやめた主な理由

④ 活動の継続に向けて

廃止した25組織が活動を取りやめた主な理由は、「高齢化、農業者の減少等」、「リー
ダー、役員のなり手がいない」、「事務手続きが負担」といった人手・人材不足に関する理
由や、「集落内や組織内の合意形成ができなかった」といったまとまる力に関する理由が多
くなっています。

活動を取りやめた理由 組織数計

高齢化、農業者の減少等 16

事務手続きが負担であるため 3

集落内や組織内の合意形成ができなかった 3

リーダー、役員のなり手がいない 2

地域での共同活動が根付いた 1

自然災害による被害 0

その他 0

計 25

令和元年度末・令和２年度末に廃止した25組織が活動を取りやめた理由

活動に参加する人がいない…
役員をする人がいない…
事務作業ができる人がいない…

令和２～３年度対象組織数と認定農用地の増減に関する調査より作成

多面的機能支払交付金の必要性
過疎化・高齢化の進行に伴い、農用地・水路等の地域資源の保全管理が困難化
地域資源を保全管理していくには地域共同による活動が必要
多面的機能支払交付金によってその活動を支援

活動参加者、役員、事務担い手の人手・人材不足が大きな課題
活動を継続する上での課題

課題解決に向けて
①「多様な主体の参画」

②「活動組織の広域化」

企業やNPO法人などの各種団体や農業者以外の方との共同による活動
地域外からも人を呼び込み活動を実施

単独では困難な集落も広域組織に参加することで活動が可能に
事務の集約によって事務負担が軽減
集落間で資機材、人材を融通
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● 講演１
「多面的機能支払制度取組の実施状況と今後の展開について」

農林水産省農村振興局整備部農地資源課多面的機能支払推進室 松本 勉 氏
● 講演２
「SDGsに関する県内の取組」

一般社団法人地域創生プラットフォーム事務局「SDGsにいがた」 中村 茂 氏

● 新潟県からの情報提供
「県内の取組状況と活動の継続について」

新潟県農地部農村環境課

● 事例発表
・「多様な主体の参画」

池谷入山多面的機能組合(十日町市)
・「組織の広域化」

刈羽村産業振興課
・「組織の体制強化」

上川西農地・水・環境保全広域協定(長岡市) 

⑵ 令和４年度新潟県多面的機能支払制度研修会

２ 取組の継続

「令和４年度新潟県多面的機能支払制度研修会」では、「取組の継続」をテーマに開催し
ました。

14ページに 池谷入山多面的機能組合の活動事例紹介
17ページに 刈羽村産業振興課の活動事例紹介
18ページに 上川西農地・水・環境保全広域協定の活動事例紹介

研修会の内容

2030年までの国際的な目標「 SDGs 」は、すべて
の人が健康で豊かになるために設けられました。その
理念を企業活動や地域づくり、市民生活に取り入れる
ことによって、地域の経済、社会、環境に、よりよい
好循環が生まれると期待されています。

2020年に新潟県内でそうした動きを促進する地域創
生プラットフォーム「SDGs にいがた」が発足されまし
た。「SDGs にいがた」は SDGs関連情報を発信し、企
業、自治体、教育・研究機関、各種団体、地域のネッ
トワークを広げ、セミナーを実施しながら、それぞれ
がそれぞれの SDGs 課題に取り組めるよう後押しして
います。
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２ 取組の継続

1．池谷・入山多面的機能組合の概要

2．NPO法人地域おこしについて

～多様な主体の参画～

NPO法人を中心とした将来ビジョン策定と地域活性化
事
例

池谷入山多面的機能組合
いけたにいりやまためんてききのうくみあい 維

持
共
同
長
寿

中間農業地域

十日町市
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２ 取組の継続

３．地域を活性化させるには

地域づくりのイメージを持つ

集落の活性化プロセス（一つの例として）

地域おこしの長期的なイメージ

大前提として自分達の地域は何を目指すのか？
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２ 取組の継続

なぜ長期的に考える必要があるか？

地域の発展段階に応じた取り組み方

ワガゴト化して取り組む
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２ 取組の継続

～組織の広域化～

広域化を契機とした取組の拡大
事
例

刈羽村広域協定
かりわむらこういききょうてい 維

持
共
同
長
寿刈羽村

平地農業地域・中間農業地域
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２ 取組の継続

○ 活動組織では、集落ごとの構成員の話し合いと、運営委員会での話し合い（議決）
により合意形成を図り、活動を推進

○ 各集落の代表者で構成する運営委員
会を年間８回実施

○ 各集落の要望をきめ細かに把握する
とともに、集落間での予算調整を行う
など、広域組織としてのスケールメ
リットを活かして運営

～組織の体制強化～
活発な話し合いがもたらした持続可能な営農体制の構築

上川西農地・水・環境保全広域協定

事
例
かみかわにしのうち・みず・かんきょうほぜんこういききょうてい 維

持
共
同
長
寿長岡市

都市的地域
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２ 取組の継続

○ 「農業者（入り作農家、土地持ち非農
家を含む）による検討会の開催」と「不
在村地主との連絡体制の整備、調整、そ
れに必要な調査」の活動を継続して実施

○ 活動に取り組むなかで、地域農業の将
来について話し合いが活発になり、問題
点や課題などの共有が進んだことから、
地域における持続可能な農業の確立に向
けた取り組みに発展！

○ ～上川西の豊かな農業を私たちの手で子や孫へ～
を活動テーマとして、知恵をしぼり、様々な活動を実施

○ 農地や水路・農道などの地域資源を保全することはもちろん、様々な活動を通じて、
地域住民の農業や農村環境に対する関心が高まり、非農家の協力を得やすい環境へ

○ 継続的な活動が土台となり、地域農業に関する様々な課題に対して、スピード感を
持って合意形成が可能に

○ 地域農業の受け皿となる法人の設立と農地の集積・集約が実現
○ これからも、担い手を支える地域ぐるみの保全体制の確立に向けて、地域ぐるみの活
動を継続
そして・・・

いつまでも緑と子や孫の笑顔が溢れる農村環境の実現へ！

○ 農地中間管理事業の活用による担い
手への農地集積（集積率が91%に増加）
と集約（平均団地面積が６倍に拡大）
が進展

○ 集約後は、農地所有者の合意のもと
畔抜きなどの簡易な基盤整備の実施な
どにより、作業効率が向上

○ 本交付金事業への取組をきっかけとして、持続可能な農業の確立に向けた話し合いが
活性化

○ ２年間の検討期間を経て、20人が構成員となり、地域の受け皿となる農業法人として、
「（農）上川西ガルテン」 をH29年９月に設立

○ 農地が分散し、非効率な営農状況
だったが・・・
（農）上川西ガルテンを含む、担い
手同士の話し合いを進め、 農地の
集積・集約の合意形成が実現

○ さらに、継続的な農地集積・集約の
話し合い体制を構築
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事例紹介

３
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○ 子供の数が減少するにつれて、子供たちの活動
の場が減少し、地域内との結びつきが懸念された。

○ 組織の活動を計画する中で、子供たちも参加で
きる活動を検討し本活動を選択した。

○ 地域にどのような生き物が生息しているか、年
に２回、水路等の生息状況の調査を実施。

○ 発見場所を記録し、図鑑等で調べ、生物分布図
を作成。調査結果の発表会を開催している。

○ 継続して実施することで、活動が定着し、子供
たちも地域に関心を持つようになった。

○ 組織の構成員や子供会が参加することにより、
地域コミュニティの維持が図られている。

【地区概要】※R４年度時点
・認定農用地面積

62ha（田62ha）
・資源量

水路11.0km、農道15.0km
・主な構成員

農業者、自治会、子供会 等
・交付金

約4.8百万円（R3）

○ 駒林環境保全会は、平成24年度から農地・水
保全管理支払交付金に取り組み、平成25年度
から地域の自然環境を維持することを目的に生
物の生息状況調査の活動を始めた。

○ 子供たちも参加できる活動を模索して選んだ
生息状況調査は、生物分布図の作成や発表会に
発展し、地域コミュニティの維持につながって
いる。

～多様な主体の参画～

子供会を巻き込んだ生物の生息状況調査
事
例

駒林環境保全会 上越市
こまばやしかんきょうほぜんかい 維

持
共
同
長
寿

平地農業地域

３ 事例紹介

活動開始前の状況や課題

取組内容

取組の効果

水路で生き物調査を実施

生物を調べ地域の地図にまとめます

作成した生物分布図
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〇本地域は、耕作者の高齢化や離農等により維持管理
が行き届かなくなってきた。

○本地域外の耕作者や農地保有者が増えてきた。
○耕作者同士のコミュニケーションが希薄となり情報
交換も薄れてきた。

〇地域内にある社会福祉施設と連携し、協定農用地の
休耕作地を借用して「憩いの農園」として維持管
理を実施。

○町の公民館行事と連携し、地域外の親子を対象に
「親子ふれあい収穫体験」を実施。

〇保全管理で草刈りするだけでなく、有効管理する事
で農地所有者や福祉施設からも喜ばれている。

○広大な大地で、のびのび親子で土に触れ、作物の育
ちを学び、農地に関心を深めていただき、担い手
育成効果も期待される。

〇農地に賑わいがあると自然に耕作者間でも話が進み
コミュニケーションが図られる。

従前の維持管理の様子

社会福祉施設との連携・
親子ふれあい収穫体験

～多様な主体の参画～

「憩いの農園」「親子ふれあい収穫体験」で農地に賑わい
事
例

芦ヶ崎農地と歩む会
あ し が さ き の う ち と あ ゆ む か い

３ 事例紹介

活動開始前の状況や課題

取組内容

取組の効果

維
持
共
同
長
寿津南町

平地農業地域

【地区概要】※R４年度時点
・認定農用地面積

96ha（田17ha、畑79ha）
・資源量

水路13,430km、農道11,090km
・主な構成員

自治会、老人会等
・交付金

約５百万円（R3）

○「芦ヶ崎農地と歩む会」は、平成26年度から取
組を始め、国営の農地開発事業で整備された農
地の維持管理を行っている。

○社会福祉施設と連携して「憩いの農園」の維持
管理を実施。

○地域外の親子を対象にした「親子ふれあい収穫
体験」により、土に触れ、作物の育ちを学び、
農地に賑わいが出てきた。
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○平成26年度の制度移行時に、市内全域で広域化を推進。
〇集落に説明した主な目的は、「活動の充実」「実践活動と事務処理の分担による構
成員の負担軽減」「必須活動と交付金活用をスムーズに行える体制の構築」

〇既に旧村単位で12の活動組織があったため、地区センター等に事務所を設置して身
近な窓口を設ける。

〇寄合いや手続きの行いやすい環境に配慮し、地域コミュニティとの連携強化を図る
ための丁度良いエリアサイズで広域組織化を図ることとした。

〇取組していなかった集落から、共
同で行う草刈りや江浚いに交付金
が活用できる良い事業だと理解。

〇専任の事務員が書類作成や手続き
を担うため、活動に専念できる。

〇既存の活動組織の協力を得て、全
集落で説明会を開催。リーダー選
出も円滑に決めることができた。

～組織の広域化～

旧市町村単位型で広域化し活動を充実させ事務分担を軽減
事
例

エコネット大崎広域協定 南魚沼市
エ コ ネ ッ ト お お さ き こ う い き き ょ う て い

３ 事例紹介

なぜ広域化したのか

なぜ旧市町村単位型としたのか

広域化を進める段階で集落の反応 広域活動組織の体制図

維
持
共
同
長
寿

中間農業地域

【地区概要】※R４年度時点
・認定農用地面積

484ha（田424ha、畑60ha）
・資源量

水路175.8km 農道62.2km
・主な構成員

８集落、１土地改良区、
１農業協同組合

・交付金
約26百万円（R3）

○平成26年度に「活動の充実」「負担軽減」「体
制の構築」を目的に、市全域で広域化を推進。

○寄合いや手続きの行いやすい環境を設定でき、
地域コミュニティとの連携強化が図りやすいエ
リアを重視。

○広域化を機に本交付金の良さを理解した集落が
加わった他、事務負担の軽減が図られ、さらに
リーダーの選出にも円滑に行われた。
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○平成19年度から農地・水環境保全向上対策では、土地改良区が構成員となった地区
は4地区で、管内のカバー率は約16％に留まっていた。その後も伸び悩み、と非常
に低い状態であった。その後、平成23年度に新たに4地区が加わったが、カバー率
は低い状況が続いていた。

〇カバー率が低い原因は、書類が複雑で事務処理に手間を要すること。
〇平成26年度に、土地改良区単位で広域化し土地改良区が事務処理を行うこととし、
新たに参加する集落が増加することで、カバー率は82%となった。

〇 農地・水環境保全向上対策の時から、土地改良区も構成団体となって活動を行っ
ていたため、これを活かした形で土地改良区単位で広域化を図ることとなった。

○新たに参加する集落の多くが書類
作成に不安を抱えていたため、土
地改良区の主導で事務処理を請け
負うことを説明した。

〇また、継続地区に対しては、地区
面積に応じて予算配分されること
や統一ルール、書類作成の簡素化
等が図られることを説明した。

～組織の広域化～

土地改良区単位型で広域化し安定した組織運営を実現
事
例

三条広域協定
さんじょうこういききょうてい

３ 事例紹介

なぜ広域化したのか

なぜ土地改良区単位型としたのか

広域化を進めるときのポイント 広域活動組織の体制図

維
持
共
同
長
寿三条市

都市的地域・平地農業地域

【地区概要】※R４年度時点
・認定農用地面積

1,733ha（田1,704ha、畑29ha）
・資源量

水路368.9km、農道85.2km、
ため池9箇所

・主な構成員
44集落、１土地改良区

・交付金
約100百万円（R3）

○平成26年度に土地改良区単位で広域化。
○もともと土地改良区が構成団体であったことを
活かし、土地改良区の主導で事務処理を請け負
うことで活動に参加する集落が増加。

〇広域化により、土地改良区管内の農地のうち、
82％が取組を実施。

○公平な予算配分や統一ルールの設定により、安
定した組織運営を実現。
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○本地域は、都市化に伴い、農家を取り巻く環境が
大きく変化した。

○さらに、農家の高齢化・担い手不足により、従来
からの農村コミュニティの低下が懸念されていた。

○混住化が進むなか、農業・農村の多面的機能につ
いて、地域住民にも理解を図った。

○農道の清掃や植栽を地域住民と協力しながら活動
を実施した。

○寄り合いや共同活動を重ねるにつれて、若手が地
域農業の将来を自分の問題と考えるようになり、
今では積極的に活動に取り組んでいる。

○複数の集落で集積・集約化が進んでいる。

～組織の世代交代～

若手が中心となり地域農業の将来を語る
事
例

亀田地区農地・水環境保全管理協定

３ 事例紹介

活動開始前の状況や課題

取組内容

取組の効果

かめだちくのうち・みずかんきょうほぜんかんりきょうてい

水路の江ざらい

地域住民と協力した植栽活動

若手リーダーによる会議

維
持
共
同
長
寿新潟市

都市的農業地域

【地区概要】R4年度
・認定農用地面積

720ha（田637ha、畑83ha）
・資源量

水路172.6km、農道44.6km
・主な構成員

自治会、老人会、子ども会
・交付金

約42.1百万円（R3)

○亀田地区農地・水環境保全組織は、平成２４年
度から旧亀田町の範囲で広域活動組織を設立。

○市街化地域と農村地域を併せ持つ都市的地域で
あり、一部集落では、農地・農家は減少してい
る中、今後の活動維持のため、自治会等の協力
を得ながら若手が中心的立場で活動を実施。

○共同活動が地域農業の将来を考えるきっかけと
なり、農地中間管理事業を活用した担い手への
集積・集約化を進めた集落も。
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情報提供

４
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長年にわたって農業者その他の地域住民による共同活動等により営まれ、良好な地域社会の
維持及び形成に重要な役割を果たしているとともに、農用地等の地域資源の保全管理や効率
的な利用の促進に資する優良な取組を表彰しています。

目的
「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年法律第78号）」に基づき、
北陸農政局の管内において取り組まれている「多面的機能発揮促進事業」のうち、多面的機
能支払及び中山間地域等直接支払に係る取組等を対象に優良な活動を表彰し、関係者の意欲
の高揚を図るとともに、同事業による各種の取組の推進に資することを目的としています。

表彰の対象

４ 情報提供

⑴ 北陸農政局多面的機能発揮促進事業優良活動表彰
① 表彰の概要

池谷入山多面的機能組合（新潟県十日町市）
い け た に い り や ま た め ん て き き の う く み あ い

協定面積：17.54ha
構成員：農業者20人、非農業者22人、参加団体5
本地区は、新潟県十日町市のなかでも山あいの雪深い地域にあり、棚田での稲作を中心

とした営農が展開されている。農業者の高齢化に伴い施設の適切な保全管理がなされない
ことで、耕作放棄が懸念されることから、ＮＰＯ法人との連携により関係人口を創出する
ことで共同活動を推進しています。
地域住民と地域外住民で「池谷の３年後を考える会」を開催し、地域の現状と課題、取

組の方向性について理解を深めている。また、棚田オーナー制度による田植え・草取り・
稲刈り体験イベントを開催するなどの都市農村交流を通じて、若い移住者が増加するな
ど、地域の活性化が図られています。

【棚田オーナーとの交流活動】

＜ＮＰＯ法人との協働による関係人口の拡大と地域の活性化＞

② 令和４年度は十日町市の「池谷入山多面的機能組合」が受賞！

【集落外住民とのワークショップ】
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③ 過去の受賞活動組織（H28～R3）

４ 情報提供

ここでは、多面的機能支払交付金の活動から地域の活性化へ発展した新潟県内の過去の受賞
活動組織の活動事例を紹介しますので、今後の活動の参考にしていただければ幸いです。
また、紹介する活動組織の取組は受賞時の状況となりますが、受賞を契機に、地域内ではさ

らなる活動の盛り上がりが見られております。県内活動組織の皆様におかれましても、本優良
表彰へのエントリーにもぜひ挑戦していただき、さらなる地域の活性化につなげていただけれ
ばと考えています。

年度 市町村名 活動組織名 取組概要

H28 見附市 見附市広域協
定

全国に先駆けて１市１組織の大規模な広域組織化を図り
、活動組織の事務負担軽減による継続的・安定的な体制作
りを整備し、資材の共同購入や大型機械の共同利用等交付
金の有効活用に取り組まれています。

さらに、広域組織の利点を生かして、担い手対策の担当
者を交えた意見交換会を行うなど、協定全体で担い手確保
に向けた話し合いが行われています。

また、田んぼの持つ貯留機能を生かした「田んぼダム」
にも積極的に取り組むことで地域の湛水被害の軽減を図る
など、先進的モデルとして活動されています。

南魚沼市 城内地域広域
協定

地域の田園風景として親しまれてきたヤブカンゾウ（わ
すれぐさ）の畦畔植生による景観形成や、遊休農地を整備
した屋外コンサートの開催など、農村コミュニティ強化の
取組が行われています。

また、広域協定の運営委員会がアンケート調査を行い地
域の問題を分析し、担い手不足や離農対策など地域農業の
将来的な計画と広域的な対策にも取り組まれています。地
域資源の保全に留まらず多様な啓発手法により農村集落の
良さを地域内外に発信し、地域の活性化を図っています。

H29 新発田市 上三光農村環
境保全・清流
の会

GISの導入やアンケート（地域のお宝”見えるかアンケー
ト”）の実施による地域資源や、地域の課題（価値観）の
共有化を図ることで、集落の活性化や地域の保全活動に取
り組まれています。

また、農業体験を通した交流会の開催やSNSを活用した
情報発信を行うことで集落外からの交流につなげ、集落の
活性化に役立てています。

さらに、集落環境診断（野生鳥獣の視点による点検）の
実施により耕作放棄地の共同管理につなげ、耕作放棄地の
解消と有効利用（蕎麦の栽培）や、使われなくなった柿の
木の伐採による鳥獣害対策にも取り組まれています。
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年度 市町村名 活動組織名 取組概要

H30 聖籠町 蓮潟環境保全チ
ーム

地域の共同活動を土台として、ほ場整備事業の合意形成
や、農地中間管理事業における担い手への農地集積に取り
組まれています。

また、地区内を流れる「派川加治川」を利活用し、非農
家も含めた幅広い年代が参加する保全活動を行うことで、
農村コミュニティや農業への関心の向上を図り、地域農業
の将来に関する合意形成にも繋げています。

さらに、土水路の維持管理を軽減するため、フリューム
水路化についても地域住民が直営で施工することにより、
経費の節減に努めています。

R1 長岡市 上川西農地・水
・環境保全広域
協定

地域住民の農業・農村への理解向上のため、「田んぼの
学校まきやま」と題し、農作業体験や生き物調査、新米試
食会などを実施し、多数の参加者が交流し、地域コミュニ
ティが強化されています。

また、担い手への農地集積・集約化に対応した保全管理
に向け、地域住民との意見交換や検討会を実施し、２年間
の検討期間を経て、地域の受け皿となる法人が設立されま
した。

こういった活動を通じて、スピード感を持った合意形成
が可能となり、役員を中心とした話し合いで、１か月で集
積計画を取りまとめ、農地中間管理事業を活用した担い手
への農地集積・集約化を実現しました。

R2 十日町市 三ツ山地域資源
保全会

明治時代に発見され集落に伝わる、水を張った棚田に映
る満月を鑑賞する行事「田毎の月」を地域の宝として復活
させ、後世に受け継いでいく事を目標に、地域資源の保全
管理や交流人口の拡大に取り組んでいます。

また、地域内外のボランティア団体とも連携した保全管
理活動やはざかけ体験を毎年開催し、地域内外との交流を
深めるとともに、地域の魅力をPRしています。

このような活動が契機となり、地域の将来に関する様々
な話し合いが進み、集落のオリジナルブランド米の販売へ
と進展し、農業者の所得向上へと繋がっています。

R3 魚沼市 薮神中央保全
会

過疎・高齢化により担い手不足が深刻化する中、共同活
動を通じて強化された地域のつながりを土台に、担い手農
家が安心して農業に取り組めるよう地域ぐるみで支援する
体制が作られています。代表的な取り組みとして、非農家
による「草刈り隊」が保全活動に参画し、地域住民が交流
する機会になると共に、農地集積に伴い増加した担い手の
負担を軽減しています。

さらに、ほ場整備を契機に新たにふきのとう等の園芸品
目に挑戦する担い手農家を支援するため、２集落の非農家
が「農業応援団」を発足。園芸の農繁期の作業を手伝い、
地域農業の発展を下支えすると共に、集落を越えた農村協
働力の深化が図られています。

４ 情報提供
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① 多面的機能支払交付金を活用した災害復旧への支援

⑵ 災害時の復旧作業における多面的機能支払交付金の取扱い

４ 情報提供

② 多面的機能支払交付金を活用した異常気象後の倒木の処理について
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⑶ 県内で多面的機能支払活動中の事故が多発！

令和４年度は、県内の多面的機能支払活動中の事故が10件発生（令和５年３月現在）しまし
た（令和３年度は９件）。機械使用時の事故で大きなケガに繋がっているケースが多いです。
慣れてていても過信せず、細心の注意を払うようお願いします。

１件目 令和４年３月30日（水）PM４時頃 60代男性

水門（スクリーン）に溜まったゴミを取った後、スクリーンのハンドルを回したところ、
ロックが外れ、急に反対に動いたハンドルに右手小指と薬指下の甲が挟まれ、切り傷を受傷

２件目 令和４年６月12日（日）AM９時頃 60代女性

水路の草刈り作業を実施中、手持ちの鎌で左手の甲を損傷

３件目 令和４年６月19日（日）AM９時頃 50代男性

水路の草刈り作業を実施中、カマで左手親指を負傷し２針縫合

４件目 令和４年７月３日（日）PM３時頃 60代男性

水路法面の草刈り作業を実施中、バランスを崩し70～80㎝低いところに飛び降りた際、足を
ひねり左ひざ半月板損傷

５件目 令和４年７月10日（日）AM７時頃 60代男性

草刈り作業を実施中、熱中症により倒れ痙攣

６件目 令和４年７月24日（日）AM11時頃 60代男性

草刈り作業を実施中、足を滑らせ5m下の川に滑落

７件目 令和４年８月９日（火）AM10時頃 70代男性

ラジコン草刈機で除草中に水路に草刈機のキャタピラーが脱輪し、草刈機を引き上げる際に
左足の甲がキャタピラーにひかれた

８件目 令和４年８月11日（木）AM８時頃 60代男性２名

農道のゴミ拾い作業を実施中、誤って蜂の巣に近付き、頭部と背中を複数個所刺された

① 令和４年度の事故発生状況

４ 情報提供

９件目 令和４年10月22日（土）AM11時頃 30代男性

高圧ポンプを使用した水路（揚水機場貯留槽等）の清掃を行った後、使用したホースを干す
ため、揚水機場の屋根に上がった際に、足を踏み外し転落し、鼻骨骨折

10件目 令和５年３月５日（日）AM10時頃 70代男性

倒木を処理している最中に、足を滑らせ3m下に転落し。左足首骨折
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まずは、必要に応じて、救急（119）や警察（110）等へ連絡。
事故の内容が、重大事故（病院で診察を受けた事故・保険適用の事故・報道があった事
故・死亡事故）の場合、すみやかに市町村多面的機能支払担当者へ連絡してください。重
大事故ではない場合も、翌開庁日に連絡してください。

② もしも、事故が発生したら・・・

４ 情報提供

https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/s_kikaika/anzen/siryo.html

農林水産省では、農作業安全対策として「農作業安全の啓発資料」を公表しています。
活動組織内での安全に関する啓発活動にご活用ください。

・共同活動を行う際には、必ず保険に入りましょう。
・活動日の１～２週間前までに手続きが必要な場合は、早めに参加者を決めましょう。
・１日あたり数十円～数百円のものまで様々な保険があります。

保険料は、多面的機能支払交付金での支出が可能です。

③ 安全に関する啓発資料

④ 必ず保険に加入しましょう！

● 農林水産省ホームページ：農業安全の啓発資料

● 農林水産省ホームページ：多面的機能支払交付金／共同活動安全のしおり
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_siharai-9.pdf
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多面的機能支払の通帳

集落の通帳活動参加者

多面的機能支払の通帳

活動参加者

集落会費を
差し引いて支払

日当の満額を個人に支払

活動の日当は、労力提供の対価として活動参加者本人に支払わられるべきものです。
活動参加者に支払う前に、集落会費等を差し引くことは交付金の会計事務として不適切です。

場合によっては交付金の返還となるケースもあります。

日当を活動参加者本人に支払った場合には、支払いの事実が確認できるよう、各参加者の活
動日・活動内容・活動時間帯等と支払額を一覧表にし、そこに活動参加者本人からの受領印又
はサインと受領日を記入してもらうように徹底してください。
活動組織から自治会等の代表者に一括して支払い、代表者が各個人へ支払う場合も同様です。

集落会費を
差し引き

適切な会計事務 不適切な例

⑷ 多面的機能支払交付金の活動の適切な実施について

② 組織運営に関する合意形成と周知を徹底しましょう

① 活動日当は参加者本人への支払を徹底しましょう

○規約に基づいて総会等を開催。
○下記事項について審議し、議決。
・活動計画
・実施状況報告
・収支決算
・その他運営に関する重要な事項

議事録（メモ）を作成

開催日時、場所、出席者数、
議案、決定事項等を記載

全ての構成員に書面で
確実に周知

合意事項等を配布または回覧等で
確実に周知

総会等を開催（毎年度１回以上）
会合を開催（毎年度１回以上）

合意形成状況を確認

運営委員会での議決

全ての構成員に書面で
確実に周知

個別集落・組織 運営委員会

活動組織の場合 広域活動組織の場合

広域協定に参加している
集落・活動組織内におい
て、合意形成が確実に行
われていることを確認。

議事録（メモ）を作成

総会資料と議事録（メモ）を配布
または回覧等で確実に周知

運営委員会での議決事項
・活動計画
・実施状況報告
・収支決算
・運営委員会規則
・その他運営に関する重要な事項

○活動組織の総会等に準じて、会合
を開き、下記事項について合意形成
を図る。
・実施計画
・実施状況報告
・収支決算
・その他運営に関する重要な事項

開催日時、場所、出席者数、
議案、合意事項等を記載

４ 情報提供
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⑸ 小学生向け学習動画の紹介
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県地域機関名 所管市町村
所在地 多面的機能支払交付金

郵便番号 住所 担当課
ＴＥＬ
ＦＡＸ

村上地域振興局
農林振興部 村上市、関川村 958-8585 村上市田端町6-25 農村計画担当

0254-52-7951

0254-52-1606

新発田地域振興局
農村整備部

新発田市、胎内市、
聖篭町、阿賀野市 957-8511 新発田市豊町3-3-2 農村計画課

0254-26-9652

0254-26-7302

新潟地域振興局
農林振興部

新潟市、五泉市、
阿賀町 956-8635 新潟市秋葉区程島2009 農村計画課

0250-24-8301

0250-24-8264

新潟地域振興局
巻農業振興部 弥彦村、燕市 953-0042 新潟市西蒲区赤鏥1285-1 農村計画担当

0256-72-0959

0256-72-2955

三条地域振興局
農業振興部

田上町、加茂市、
三条市 955-0046 三条市興野1-13-45 農村計画担当

0256-36-2272

0256-36-2280

長岡地域振興局
農林振興部

見附市、長岡市、
出雲崎町、小千谷市 940-8567 長岡市四郎丸町173－2 農村計画課

0258-38-2606

0258-38-2672

魚沼地域振興局
農業振興部 魚沼市 946-0004 魚沼市大塚新田91-4 農村計画担当

025-792-1051

025-792-9006

南魚沼地域振興局
農林振興部 南魚沼市、湯沢町 949-6680 南魚沼市六日町960 農村計画課

025-772-3914

025-772-2612

十日町地域振興局
農業振興部 十日町市、津南町 948-0037 十日町市妻有町西2-1 農村計画担当

025-757-5519

025-752-7365

柏崎地域振興局
農業振興部 柏崎市、刈羽村 945-8558 柏崎市三和町5-55 農村計画担当

0257-21-6271

0257-22-0936

上越地域振興局
農林振興部 上越市、妙高市 943-8551 上越市本城町5-6 農村計画課

025-526-9604

025-526-4080

糸魚川地域振興局
農林振興部 糸魚川市 941-0052 糸魚川市南押上1-15-1 農村計画担当

025-552-1789

025-553-0860

佐渡地域振興局
農林水産振興部 佐渡市 952-0106 佐渡市新穂瓜生屋328-1 農村計画課

0259-22-4153

0259-22-2680

県庁担当部局名
所在地 多面的機能支払交付金

郵便番号 住所 担当課
ＴＥＬ
ＦＡＸ

農地部 950-8570 新潟市中央区新光町4-1 農村環境課
025-280-5367

025-256-08425

新潟県ホームページ検索ワード→ 新潟県 多面的 検 索

この事例集に関するお問い合わせ先

令和５年３月現在


